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卒業論文

日本の高等教育における男女格差

中 川 里 奈

第 1章　序論

　世界経済フォーラムが毎年発表しているジェンダーギャップ指数（2021）
の総合順位で日本は 156カ国中 120位と先進国で最低レベルを記録したこと
は大きな話題となった。特に政治・経済分野での格差は大きく、男女完全平
等を「１」とするスコアに対し、経済分野は 0.604、政治分野ではなんと 0.061
と信じがたい数値となっている。そんな男女格差が大きい日本でも、男女雇
用機会均等法や政治分野における共同参画の推進に関する法律などが施行さ
れ男女格差を減らそうとする取り組みも導入されてきている。
　しかしながら、男女共同参画局（2020）が発表した 2019年度の大学学部進
学率は女子が 50.7％、男子が 56.6％と男女で 5.9ポイントの差がある。また、
大学学部卒業後、直ちに大学院に進学する女子は 5.5％なのに対し、男子は
14.3％と 8.8ポイントの差がある。高等学校の進学率（2019）を見ると女子
96.0％、男子 95.6％とその差はほぼないと言える。それにも関わらず大学学
部の進学率を見ると男女でたしかな差が見られるようになる。
　斎藤（2014）によると女子教育の歴史として、江戸時代には男女の役割区
分や男尊女卑の風潮が厳しく女子の役割はほとんど家庭内に限定されていた
という。また、将軍政権が崩壊し、明治維新後の近代化にともなって公布さ
れた「学制」により教育制度が普及したあとも、就学による子どもの労働時
間の減少に加えて親にとっては子どもの教育費の負担が増えたため、教育の
機会も男子が優先されていた。
　しかし現在の日本は小中学校が無償の義務教育となっており、前述した
高等学校の進学も男女でほぼ同じなこともありジェンダーギャップ指数

（2021）の教育分野のスコアでは 0.983と男女完全平等の１に近い水準にあ
る。ただ、18歳以上が受ける高等教育、特に大学学部進学率で 5.9ポイント、
大学院で 8.8ポイントの男女差があるということは、日本における大学学部
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以上の高等教育にも男女格差が存在していると言えるのではないだろうか。
男女平等がニュースや新聞などで取り挙げられる機会が増えた昨今、ジェン
ダーギャップ指数からもわかるように男女の経済格差が大きいことは多くの
人に知られるようになった。また、日本は一般的に大学卒の方が短大・専門
学校・高校卒に比べ給与水準が高くなっている。だとすると、男女の四年制
大学進学率の格差はそのまま社会に出たあと、現在にも見られる男女の経済
格差に繋がっているのではないだろうか。政治や経済分野の男女格差が大き
く目立っているためそれらに比べると比較的小さい格差となり見落とされて
しまいがちな「教育」分野における格差こそが、現代社会で問題視されてい
る明確な「男女の格差」を生み出す要因になっているのではないかと考えた。
2020年 1月の日経 woman のインタビュー内で、社会学者の上野千鶴子も日
本の大学進学率のジェンダーギャップについて触れており、「日本は先進国
で唯一大学進学率の男女比が逆転している」ことを述べたうえで、その原因
として「日本では将来的に男子の方が女子より教育に投資した分のお金を回
収できるため、親も男子の高等教育に力を入れてしまう」と語っている。
　これらのデータから大学学部以上の学歴で起こっている男女差の要因と
して「日本では高い学費を払い四年制大学に進学しても卒業後に女性が得ら
れる経済的メリットが少ないため、女性は男性よりも四年制大学に進む割
合が低い」という仮説を立てた。この仮説を検証するために他の先進国と比
べ、日本の女子学生が大学を出た後の正社員として働く割合や仕事の続けや
すさ、また理系・文系選択をする際の障壁やジェンダーバイアスについて、
都市と地方での男女の大学進学率の差とそれらが生まれる要因を先行研究や
データを使って明らかにする。
　今後の展開として、第 2章では、OECD（経済協力開発機構）諸国と日本
を比べ、女性が大学に進む割合や大学に進んだあとの社会的リターンの違い
を見ていく。第 3章では、文理選択において男女でどのような違いが現れ、
それがどう就業に繋がっているかを考えていく。第 4章では大都市圏と地方
を比べ、女子の四年制大学進学率の地域差と地域における男女差とその要因
を考察する。そして第 5章で結論と今後の課題を述べる。
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第２章　OECD 諸国と日本の女子の大学進学率 
  ～ OECD 諸国との比較～

　日本の四年制大学・大学院において女子学生が占める割合はどの程度だろ
うか。文部科学省が発表した令和二年（2020年）度の学校基本調査によると、
大学学部に通う女子学生の数が前年より 1万人増の 119万 3000人で過去最
多を記録し、学生全体に占める女子生徒の割合も前年より 0.1ポイント増の
45.5％と過去最多を記録した。これらを OECD 諸国と比べてみると、平均
が 54％なのに対し、日本では 45％（2016年時点、令和二年度は 45.5％）大
学院（博士レベル）では平均 48％に対し日本は 31％（2016年時点、令和二
年度は 34.0％）とどちらも最低レベルになっている（池本 2018）。この原因
について第 1に、女性の社会的リターンが男性に比べて小さいことが挙げら
れる。池本（2018）は「日本では高等教育を修了したことによる女性の私的収
益が OECD 諸国の中で最も少なく、かつ男女の経済格差が最も大きくなっ
ている。」と述べている。序論でも触れたとおり日本では高等教育を修了し
た女性の就業率が低く、OECD 平均が 81％なのに対し、日本は 67％、就業
率の男女差も 25ポイントと OECD 平均の 8ポイントと比べ格差が非常に大
きくなっている。実際に日本の厚生労働省の調査による企業の正社員の男女
比を見てみても、令和二年（2020年）度では女性 27.2％、男性 72.8％と大き
く男女差がある。そのうち総合職の割合となると女性 20.2％、男性 79.8％
とさらに差が大きくなる。管理職クラスになると男女比の差はさらに広が
る。帝国データバンクが 2021年に調査した全国の企業における女性管理職
の割合は 8.9％と過去最高を記録するも未だ 1割にも満たないことなど、男
女での社会的地位にも大きな差が存在していることが分かる。第 2に、日本
の大学の学費は家庭の負担に任されることが多いことが、女子の進学率を抑
える要因になっている。小林（2018）は「日本は OECD 加盟国の中ではチリ
の 55％に次いで家計負担の割合が高く、51％と半分以上になっている。」と
述べており、日本では子どもが大学に進む際に、公的な資金ではなく家庭に
よる学費の負担が大きいことを指摘している。日本の大学の学費の平均デー
タでは、私立大学の初年度学生納付金（授業料、入学料、施設設備費の合計）
は 1,340,723円となっている（令和元年度文部科学省「初年度学生納付金の調
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査結果概要」）1。学費が高額で個人の負担が大きいにも関わらず、高等教育を
修了したとしても女性の就業率の低さや男女で役職の違いによる賃金格差が
生まれるなど、高額な学費を 4年間払い続けても得られるメリットが少なす
ぎるため女性の進学率が低くなっていると言えよう。さらに、第 3の要因と
して、男女の雇用形態の差が挙げられる。池本（2016）は日本では女性が高
等教育を修了した後も 3人に 1人が非正規社員になっている実態に加え、正
規社員で働いていたとしても出産を機に仕事をやめた場合、その後正社員と
しての仕事復帰できるケースが少ないと指摘している。図１の通り、リク
ルートワークス研究所が 2020年 11月に公表した「出産離職率」では女性の
第一子出産後の離職率（2014-2018）は 42.1％と年々下がりつつあるものの、
4割の女性は出産を機に仕事を辞めている。また、妊娠・出産を機に仕事を
辞めた女性の雇用形態としては、正社員が 24.5％、非正規社員が 60％となっ
ている。正社員が出産を機に仕事を辞める割合は非正規社員に比べてかなり
低いように見えるが、そもそも正社員・正職員に占める女性の割合が
27.2％と低いため（「令和二年度雇用均等基本調査」）、その中の 24.5％と考え
れば、その人数は多いと言えるのではないだろうか。

1 私立大学の授業料のみの平均額は 911,716円。国立大学においては平成 17年度から国が
示す授業料の標準額が 535,800円となっている。（文部科学省「国立大学と私立大学の授業
料等の推移」）。

図 1「第一子出産離職率の推移」

 出典：厚生労働省「出生動向基本調査」、リクルートワークス研究所
「全国就業実態パネル調査（JPSED）2016～ 2020」
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　内閣府男女共同参画局が 2018年に発表した『「第１子出産前後の女性の継
続就業率」及び出産・育児と女性の就業状況について』では女性が出産を機
に離職した理由について次のような結果が出ている（図 3）。
 

図 2「第一子妊娠判明時の雇用形態別、職種別の出産離職率
（第一子出生年 2014-18年）」

出典：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（JPSED）2020」

出典：2018年 11月　内閣府男女共同参画局　

図 3
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　理由として最も多いのが、半数以上の人が「子育てをしながら仕事の両立
が大変だった」と答えており、その他の回答でも職場の保育支援が不十分、
夫や家族のサポートを得られない、など池本（2016）も述べていた通りに女
性が出産後に今までと同じように働き続けていくのが難しい現状があると考
えられる。
　女子の大学進学について OECD 諸国と日本を比較して明らかになったこ
とは、第 1に、女性が大学学部以上の学歴を手にしても就業率が低く、男女
の経済格差も大きいため相応の私的収益を手にできない。第 2に、日本は大
学の学費を家庭の負担にする割合が高く、負担の割に卒業後に就業で手にす
るリターンが少ないため進学率が低い。第 3に、周りのサポートが得られな
い・女性の負担に偏った育児など保育環境が整っていないなど妊娠・出産後
に働き続けるのが難しい。これらが日本において女性が大学学部以上の進学
率が低くなっている原因である。個人負担の多い学費、男性よりも低い大学
卒業後の就業率、出世が難しい、出産後の支援が乏しい、など日本の女性が
大学を出ても正社員として生涯働き続けるにはさまざまなハードルを越えな
ければいけないと言える。

第 3章　女子学生の理系選択までの障壁及び選択後に生じる障壁

　大学に進学する際には、どのような男女差が現れるのだろうか。内閣府
男女共同参画局が発表した「大学（学部）及び大学院（修士課程，博士課程）
学生に占める女子学生の割合（専攻分野別，平成 30（2018）年度）」による
と、大学学部でそれぞれ女子生徒が占める割合は、工学部 15.0％、理学部
27.8％と「理系」と言われる学部において女子の割合は低くなっている。逆
に、「文系」に分類される人文科学部では 65.3％、教育学部では 59.2％と女
子の割合は高くなっている。さらに日本の研究者においても女性の割合が少
ないうえに、理系の女性研究者となるとさらにその割合は少なくなってい
る。日本学術会議（2020）によると平成 30年（2019年）時点で日本の研究者
に占める女性の割合は 16.2％に留まっているとし、さらに専門分野別の女
性の割合においては理学で 14.2%、工学では 10.6% といずれも理系で著し
く低くなっている。
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理系分野において女子の割合がここまで低いのは生物学的に男性は理系が得
意で女性は苦手という性差が要因しているのだろうか。伊佐・知念（2014）
は、「学習到達度調査（PISA）や国際数学・理科教育 動向調査（TIMSS）と
いった国際学力調査の結果 を見てみると，（中略）理系科目の学力では，ほ
とんどの場合，男子の方が女子より得点が高いものの統計的に有意な差はな
く，国際的に見ても男女ともに高い水準を維持している」と述べ、生物学的
な要素は関係ないとしている。
　理系科目の学力において生物的な性差はないとされているにも関わらず、
理系を専攻する女子や女性研究者が男性に比べて圧倒的に少ないのはなぜ
だろうか。その原因として伊佐・知念（2014）は 3つ挙げている。１つ目に、
これまでの科学的知識を産出する過程においても男性が中心となってきたた
め、「理系の分野は男性が研究するもの」というジェンダー・バイアスが植
え付けられているとこと。2つ目に女性が理系に進む際に家族や周りの影響
を受けやすいことが挙げられる。実際女性の理系出身者は親など側近者に理
系出身者が多いと述べている。3つ目に相互作用による影響を述べている。
中学生の理科実験を録画し、分析したビデオでは男子生徒が実験を行う主体
となり、女子生徒はその補助役に回るなどという傾向が多く見られたとい
う。結果として女子の理系科目への態度や意識が消極的なものになるなど、
学校という日常の中で相互作用が働くようになる。このような環境や相互作
用が進路選択にも一定の影響を及ぼすと伊佐・知念は述べている。加えて、
周囲の影響を受けやすい女子の進路選択が理系に向くには、理系出身者の家
族など周りにいるロールモデルの存在や「女子は文系、男子は理系」など社
会に広がる通念に逆らった道を応援してくれる存在も必要であると述べてい
る。
　上記のような環境を乗り越え、女性が理系に進んだあとにも研究者を続
けるには大きな障壁が存在する。それは主に男性研究者から受ける「アカデ
ミック・ハラスメント」（アカハラ）である。
　アカデミック・ハラスメントとは「研究教育に関わる優位な力関係のもと
で行われる理不尽な行為」（NPO 法人 NAAH）とされている。では、理系に
よるアカハラとはどういうものか。上野（2020）によると、文系と違い理系
は個人プレーが難しく、一般的に他の研究者との共同作業が多いことから女
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性研究者に対する抑圧や排除が起きやすいという。その中で足手まといにさ
れたり嫌がらせを受けたりなど「女性」の研究者であるというだけでその他
大勢の男性研究者に比べ、理系に進み生涯研究者として生きることは非常に
ハードルが高くなってしまう。このような理系関係者が抱える問題も女性が
理系に対しネガティブな印象を持ち、進路選択を断念する要因になってしま
うのではないかと考えられる。また、その影響は単に研究者としての立場
だけではなく、学生の学習を支える立場でもある「大学教員」にも及んでい
る。朝日新聞と河合塾が毎年共同で行っている「ひらく　日本の大学」調査

（2021）によると、今年度の女性教員の割合は 26％に留まり、そのうち助教
は 32％、准教授が 26％、教授は 18％と教員の役職が高くなるにつれて女性
の割合は減っていることがわかった。一般企業の管理職と同様、教育の場で
も立場が上がるにつれ男女で差が生じている。
　先述した通り、理系科目の学力において男女で生物学的に有意な差はない
とされているにも関わらず、なぜこんなにも理系進学に男女差が現れるのだ
ろうか。その一つに「無意識な思い込み（アンコンシャス・バイアス）」が作
用していると考えられる。ハフポスト（2021年 10月）は記事内で STEM（科
学・技術・工学・数学）分野に進学する女性が少ない原因として、日本に古
くからある「男子は理系、女子は文系が得意」といった言い伝えや、教師や
保護者、メディアから植え付けられるジェンダーの固定観念が無意識の思
い込みとして進路選択をする中高生に影響を与えてしまっていると記して
いる。また 2018年に起こった東京医科大学の入試における女性差別の件で
は、女子学生の点数を意図的に減点し、女子の合格者を抑えた理由として

「女性は結婚や出産で職場を離れることがあり、人手が足りなくなるから」
（NHK2018）といった理由を挙げられているが、これもそもそも「結婚した
ら女性は職場を離れるものだ」「女性はいずれ結婚するはずだ」などという
思い込みによって引き起こされた事件なのではないだろうか。アンコンシャ
ス・バイアスは進路選択をする女子学生だけでなくそれを受け入れる高等教
育機関にも浸透してしまっている深刻な問題と言える。
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第 4章　地域別にみる男女の高等教育進学率

　これまでは男女の四年制大学以上の進学率や職場の地位における男女の割
合の差、さらに文理選択の際の無意識な思い込みについて触れてきた。「男
女」という大きな性別の括りで考えてきたが、この章では「地域」に着目する。
日本と言っても都心部と地方があり、大学数の多少だけでなく教育方針にお
いても地域によって少なからず差があるのではないだろうか。そこで 47都
道府県別の男女の四年制大学進学率を比べてみる。令和元年 11月に文部科
学省が発表した都道府県別の男女の大学学部進学率は以下のとおりである

（図４参照）。

　47都道府県のうち、女子が男子を上回ったのは東京と徳島だけであり、
他は全て男子の方が進学率が高くなっている。松岡（2015）は女性の四年制
大学以上を卒業した割合を都市別に比べた際に 20代では三大都市圏（東京、
千葉、神奈川、埼玉、愛知、京都、大阪、兵庫）で 52.1％、非三大都市圏で
28.5％と 23.6％の差があると述べている。さらに大都市（政令指定都市）、市

図４　都道府県別大学進学率（男女別）

 出典：文部科学省「令和元年度学校基本統計」2019年 8月 8日
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部、郡部と女性の大卒以上の学歴を細かく分けた際に同じく 20代で大都市
で 54.6％、市部で 37.8％、郡部で 27.2％と地域によって差が出ていること
がわかる（松岡 2015）。次に男子（20代）も女子と同様、都市別で見ていくと
大卒以上の学歴を持つ男子は三大都市圏で 58.1％、非三大都市圏で 44.8％

（その差 13.3％）になっており、大都市では 62.5％、市部では 50.5％、郡部
では 39.5％という結果になっている。女子と同様に都市と田舎で差はある
もののいずれも進学率は女子より高いと言える。このように同じ地方でも女
子の方が四年制大学に進む割合が少なくなる要因について久保（2018）は以
下の 3点を挙げている。第 1に都市部に四年制大学が集中していること。第
2に子どもを都市部の四年制大学に進学させるには学費以外に家賃など別の
出費がかかること。第 3に女子の一人暮らしはお金がかかること。第 1の都
市部に四年制大学が集中しているということは即ち地方出身者の身近には四
年制大学がなく、それを補完するかのように地方には短期大学が多くあると
述べられている。女子学生の周り（親や友人、先輩など）に四年制大学に進
学するロールモデルが少なく、短期大学に進学する（または進学した）人が
多いと仮定すると必然的に自分の進学先の候補に四年制大学ではなく短期大
学などの選択肢が強まる可能性も十分にありえるのではないか。
　実際に令和元年度文部科学省「学校基本統計」における短期大学進学者の
男女・地方別のグラフを見てみても以下の通りとなっている（図 5参照）。
　圧倒的に女子の方が男子に比べ短大に進む率が高く、さらに鹿児島や大分
などの地方都市ほどその割合も高くなっている。
　第 2の都市部に子どもを進学させるとなるとお金がかかる、という問題は
実家から大学に通える都市部に住む大学生とは違い、地方出身の大学生は一
人暮らしをする必要があるため、学費以外に家賃などの仕送りが必要にな
る。そうすると経済的に余裕のある地方出身者でなければ四年間大学に通い
続けるのはなかなか難しいと考えられる。第 3の女子学生はお金がかかる、
という点は第 2と同様に一人暮らしをした際の話だ。犯罪認知件数は都市部
ほど高い傾向にあるため、女子学生を都市部の大学に通わせ一人暮らしをさ
せるとなると、治安の良い地域に部屋を借り、オートロックや 3階建て以上
の防犯対策が整った部屋に住む必要があるなど余計にお金がかかることにな
る。このような要因から都市部よりも地方出身の女子の方が四年制大学進学
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へのハードルが高くなり、それに伴い四年制大学進学率も低くなっていると
言える。
　しかし、地方出身の女子が短大に多く進む原因はこれだけではない。久保

（2018）は地方と都市の産業の違いについても述べている。都市部での主な
産業は金融業やサービス業などの第三次産業なのに対し、地方では建設業や
製造業といった第二次産業が盛んである。第二次産業に就く人は工業高校や
商業高校を卒業した高卒の男子が多い。第三次産業では学歴が求められるた
め、第二次産業に進む割合が男子より低い女子は大学に行こうとする。しか
し都市部の四年制大学に行こうとすると先述したように学費以外に家賃など
多額の生活費がかかるため地元の短大に行く割合が高くなるのである。
　つまり、現代では昔のように「女子だから四年制大学に行く必要はない」
という固定観念ではなく、高校卒業後すぐに地元で盛んな第二次産業の従事
者として就職する割合が低い地方出身の女子こそ大学に進学する必要がある
にも関わらず、身近には四年制大学が少なく都市部の四年制大学に行こうと

図 5「都道府県別短期大学進学率（男女別）」 

出典：文部科学省「令和元年度学校基本統計」2019年 8月 8日
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するにも学費や生活費がかさむため、地元の短大に進学する、という構図が
出来上がるのである。
　地方の女子が高等教育を受けるには環境や金銭面など学力以外のハードル
をクリアしなければならない。

第 5章　結論と今後の課題

　本論文では、日本で大学学部以上の進学率において男女格差が生じている
要因はなぜかという問いに対して「日本では高い学費を払い四年制大学に進
学しても卒業後に女性が得られる経済的メリットが少ないから」という仮説
を立て研究を行ってきた。　　　
　大学学部卒業後の就学率における OECD 諸国との比較や一般企業におけ
る女性の管理職・正社員の割合、進路選択のときに生じる社会の固定観念や
女性が理系に進む際、進んだ後に生じる障壁、さらに地方と都心における四
年制大学進学率の差などさまざまな面から見てきたが、当初立てた仮説であ
る「女性が進学して得られる経済的メリットが少ないから」という仮説以外に
も大きな原因があることが分かった。第 2章では仮説の通り女性が大学卒業
後社会に出ても男性と比べて管理職に就ける割合が低かったり、妊娠・出産・
子育ての負担を抱えながらフルタイムで働く環境が十分に整っていなかった
りなどの理由から、働き続け、男性と同様の生涯年収を得ることが難しいと
言える。しかし第 3章、第 4章で明らかになったように、単に「大学学部卒業
後に得られる経済的メリットが少ないから進学率が低い」とは言えない。そ
のような金銭的なメリット・デメリットだけでなく心理的な要因や生徒間の
相互作用も関係していると考えられる。「男性は理系科目が得意だが女性は
理系科目は苦手である」というような生物学的には根拠のない言説が独り歩
きし、結果的に理系にネガティブな印象を持ち続けてしまったり、周りに理
系出身の女性、所謂ロールモデルの存在がいないことから理系選択後の具体
的なイメージが湧かなかったりなど内面的な要素も影響しているのではない
か。さらにはそれらを振り切った後にも待ち受けるアカデミック・ハラスメ
ントなど、女性が学歴を積み重ね生涯活躍していくハードルを高くしている
原因は多岐にわたる。本来個人の可能性を広げる場所である教育機関で、進
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路選択の際に無意識な思い込みが作用しないように理系の女性教員を増やし
たり、アンコンシャス・バイアスを助長するような発言を教員が生徒に発し
ないような教員指導を取り入れたりするなど対策に取り組むべきである。
　また、第 4章で見たように同じ女性の大学学部進学率を見ても地方と都心
とでは大きく差があることも分かった。地方は都心に比べて四年制大学が少
ないだけでなくそれを補うかのように短期大学が存在し、短期大学進学者の
割合も地方の方が高いことから、地方で生まれ育った女子の周りには短期大
学に進んだロールモデルが多く存在し、自分の進路選択の際にも影響を及ぼ
しているのではないか。また、久保（2018）が述べていたように第三次産業
に進む割合が女子の方が高いとすると、大学へ進学が必要になるが、地方の
学生が都心の四年制大学に通い、生活する際には一人暮らしが必須となり学
費以外の費用もかさむ。そうするとなおさら四年制大学に進学するハードル
が上がってしまう。
　近年、日本でも女性の総合職や管理職の割合を引き上げようという動き
や男性の育休取得の推進が行われているなど女性の社会進出を後押しする
ような働きを導入する企業も増えているとニュース等で目にする機会も増
えた。しかし社会に出ている女性のみにフォーカスするだけでは不十分であ
り、その前段階である「高等教育」にも男女格差が生まれないようにする努
力は不可欠である。アカデミック・ハラスメントが起きた際の処分を厳罰化
したり、地方から進学する女子学生の支援を大学側で行うなど安心して女性
が進学したり、研究を続けられる土台を作る必要がある。2017年度に東京
大学は、「教養学部前期課程への入学から最大二年間にわたり、通学時間が
90分以上の女子学生に月額 3万円を支給する」という制度を導入した（佐藤
2019）。これには、東京大学の白金女子寮の廃止や県人寮には男子限定のも
のが多かったからなど、女子が都心の大学に進学するための生活環境が男子
に比べ整っていなかったという背景がある。このように生活環境を理由に地
方に住む女子が都市部の四年制大学進学を諦めなくてもいいような制度を大
学が用意し、その制度を大々的に広報するなどといった動きを取り入れるこ
とも女子の四年制大学進学率増加につながるのではないか。女子の大学進学
を家庭の中だけの問題として捉えるのではなく、社会全体としてサポートす
る必要がある。
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